
令和 6年度計算書類 (貸借対照表及び収支計算書)





法人単位資金収支計算書

(自 )令和 6年 4月 1日   (至)令和 7年 3月 31日

第一号第一様式 (第七条関係)

円 )

備   考予 算 (A) 決 算 (B) 完豊  夕肇(A)― (B)勘 定 科 目

3o,870,668

584,489,980

418,070

67,606

6,705,973

390,332

△ 2,537,980

930

394

△ 196,973

就労支援事業収入

障害福祉サービス等事業収入

経常経費寄附金収入

受取利息配当金収入

その他の収入

37,261,000

581,952,000

419,Op0

68,000

6,509,000

626,209,000 628,552;297 △ 2,343,297

収

入

事業活動収入計  (1)
2,539,270

: 578,066

3,686,845

△ 1,415,121

508

83,756

441,558,000

75,029,000

85,816,000

31,060,000

45,000

3,507,000

439,018,730

74,450,934

82,179,155

32,475,121

44,492

3,423,244

人件費支出

事業費支出

事務費支出 ―
就労支援事業支出

支払利息支出

そのイ也の支出

631,591,676 5,423,324

支

出

事業活動支出計  (2) 637,015,000

△ 7,766,621△ 10,806,000 △ 3,039,379

事

業

活

動

に

よ

る

収

支

事業活動資金収支差額 (3)=(1)― (2)

50,000 △ 1,000固定資産売却収入 49,000

49,000 50,000 △ 1,000

収

入 施設整備等収入計 (4)

11,788,000

1,371,000

11,786,015

1,369,708

1,985

1,292

固定資産取得支出

ファイナンス・ リエス債務の返済支出

3,27713,159,000 13,155,723

支

出

施設整備等支出計 (5)

△ 13,105,723 △ 4,277

施

設

整

備

等

に 施設整備等資金収支差額 (6)=(4)(5) △ 13,110,000

1,222,000

10,200,000

11,863,000

1,223,503 ′△ 1,503

10,200,000

11,863丁 000

積立資産取崩収入

拠点区分間繰入金収入

サービス区分間繰入金収入

1,223,503 22,061,49723,285,000

収

入

その他の活動収入計 (7)

5,317,000

10,200,000

11,863,000

14,000

5,348,655

11,198

△ 31,655

10,200,000

11,863,000

2,802

積立資産支出

拠点区分間繰入金支出

サービス区分間繰入金支出

その他の活動による支出
5,359,853 22,034,14727,394,000

支

出

その他の活動支出計 (8)

△4,136,350 27,350

そ

の

竹

の

活

動

に

よ

る

収 その他の活動資金収支差額 (9)=(7)「 (8) △ 4,109,000

予備費支出  (10)
△20,281,452 △ 7,743,548当期資金収支差額合計 (11)=(3)十 (6)十 (9)― (10) △ 28,025,000

329,367,916 329,368,671 △ 755前期末支払資金残高 (12)

△7,744,303301,342,916 309,087,219当期末支払資金残高 (11)十 (12)



法人単位事業活動計算書

(白 )令和 6年 4月 1日 (至)令和 7年 3月 31日

第二号第一様式 (第七条関係)

(単位 :円 )

勘 定 科 目 当年度決算 (A) 前年度決算 (B) 増 減 (A)(B)

サ

ー

ビ

ス

活

動

増

減

の
、
部

収

益

就労支援事業収益

障害福祉サービス等事業収益

経常経費寄附金収益

その他の収益

36,870,668

584,489,980

418,070

706,442

37,738,722

551,427,971

159,940

203,800

△868,054

33,062,009

258,130

502,642

サービス活動収益計  (1) 622,485,160 589,530,433 32,954,727

費

用

人件費

事業費

事務費

就労支援事業費用

減価償却費

国庫補助金等特別積立金取崩額

444,706,808

74,450,934

82;179,155

34,222,791

7,427,976

△ 135,347

445,424,985

71,238,526

77,245,225

36,386,270

8,515,645

△ 141,305

△ 718,177

3,212,408

4,933,930

△ 2,163,479

△ 1,087,669

5,958

サ‐ビス活動費用計  (2) 642,852,317 638,669,346 4,182,971

サービネ活動増減差額 (3)=(1)(2) △ 20,367,157 △ 49,138,913 28,771,756

サ

ト

ビ

ス

活

動

外

収

益

受取利息配当金収益

その他のサービス活動外収益

83,661

5,999,531

442,211

4,114,062

△ 358,550

1,885,469

サ●ビネ活動外J又益計 (4) 6,083,192 4,556,273 1,526,919

費

用

支払利息

その他のサービス活動外費用

44,492

3,423,244

56,435

3,556,043

△ 11,943

△132,799

サービス活動外費用計 (5) 3,467,736 3,612,478 △144,742

サービス活動外増減差額 (6)=(4)(5) 2,615,456 943,795 1,o71,661

経常増減差額 (7)三 (3)十 (6) △ 17,751,701 △ 48,195,118 30,443,417

特

別

増

減

の

都

収

益

固定資産受贈額

固定資産売去口益

その他の特別収益

260,000

49,999

6,047,861

260,000

49,999

△ 6,047,861

特別収益計 (8) 309,999 6,047,861 △5,737,母 62

費

用

固定資産売却損・処分損

その他の特別損失

41,274

7,675,200

△ 41,273

△ 7,675,200

特別費用計 (9) 1 7,716,474 △ 7,716,473

特別増減差額 (10)三 (8)― (9) 309,998 △ 1,668,613 1,978,611

当期活動増減差額 す (11)=(7)十 (10) △ 17,441,703 △ 49,863,731 32,422,028

繰

越

活

動

増

減

前期繰越活動増減差額 (12) 334;781,474 384∫ 694,813 △ 49,913,339

当期末繰越活動増減差額 (13)=(11)十 (12) 317,339,771 334,831,082 △ 17,491,311

基本金取崩額 (14)

その他の積立金取崩額 (15)

その他の積立金積立額  (16) 49,608 △ 49,608

次期繰越活動増減差額 (17)=(13)+(14)+(15)(16) 317,339,771 334,781,474 △ 17,441,703



第二号第一様式 (第二十七条第四項関係 )

法人単位貸借対照表

令和 7年 3月 31日 丁見在

円)

負 債 の 部資 産 の 部

当年度末 前年度末 増 減当年度末 前年度末 増 減

56,224,066 58,565,734 △2,341,668流動資産 337,671,06S 免1,3S6,410 △23,685,345 流動負債

△2,870,207

△288,200

△486,917

5,530

△241,700

△23,100

1,562,926

事業未払金

その他の未払金

1年以内返済予定 リース債務

預り金

職員預 り金

仮受金

賞与引当金

26,406,273

27,360,152

882,791

43,282

1,531,S68

29,27Q,480

288,200

1,369,708

37,752

1,773,268

23,100

25,797,226

51,311,104 48,342,287 2,968,817

現金預金

事業未収金

未収金

貯蔵品

商品・製品

原材料

前払費用

仮払金

247,308,194

89,244,S67

273,844

1,200

143,660

459,063

198,290

42,247

270,760,307

89,538,187

269,786

1,920

106,820

482,119

161,900

3S,371

△23,4S2,113

△293,620

4,058

△720

36,84o

△23,066

36,390

6,876 固定負債

206,000,034 199,264,590 6,735,444固定資産 △882,791

3,851,60810,000,000

リース債務

退職給付引当金

1,784,049

49,527,OSS

2,666,840

45,675,447基本財産 10,000,000

107,535,170 106,908,021 627,149負債の都合計

純資産の部

基本金 16,000,000 16,000,000

普通預金

定期預金

投資有価証券

10,000,000

137,808

9,862,192

△137,808

10,000,000

∠ゝ9,862,192

127 147 262,494 △135,347その他の固定資産・ 196,000,034 189,264,590 6,735,444 国庫補助金等特別積立金

102,669,011その他の積立金 102,669,011

60,000,000

40,000,000

2,669,Oll

施設整備等積立金

修繕積立金

工賃変動積立金

60,000,000

40,000,000

2,669,011

次期繰魃活動増減差額 317,339,771 384,781,474 △17,441,703

△49,863,731 32,422,028(う ち当期活動増減差額 ) △17 441 703

△17,577,050純資産の部合計 436,135,929 453,712,979

5,742,878

2,523,120

7,723,870

825,465

13,453,517

2,10S,120

62,070

686,847

1,789,583

45,675,447

60,000,000

40,000,000

2,669,oll

7,662

6,000,000

△828,767

△353,957

△1,S29,752

934,481

△3,653,507

ハ934,S19

8,830

△201,026

△447,392

9,878,247

3,851,608

11,198

建物    '

構築物

機械及び装置

車楠運搬兵

器具及び備品

有形 リース資産

権利

ソフ トウェア

無形 リース資産

投資有価証券

退耳改給付ョ当資産

施設整備等f貰立資産

修繕積立資産

工賃変動積立資産

長期前払費用

その他の固定資産

4,914,111

2j169,163

6,194,118

1,759,946

9,800,010

1,170,601

70,900

485,821

1,342,191

9,878,247

49,527,055

60,000,000

40,000,000

2,669,011

18,860

6,000,Oo0

543,671,099 560,621,000 △16,949,901資産の部合計 543,671090 560,621,000 △16,949,901 負債及び純資産の部合計



計算書類に姑する注記 (法人全体用)

1.継続事業の前提に関す る注記      |

該当なし

2.重要な会計方針 .

(1)1縄
藪漆客曹側秀着築撃

評価方法 ―
    償却原価法 (定額法)に よつている。

・上記以外の有価証券で時価のあるもの  該当なし

i (2)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
・棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法に基づく原価法によつている。

(3)固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輛運搬具並びに器具及び備品  定額法
・リース資産

評客権鍛騒系多丁才子う女?了全要臥新橙康迭丁全含蕃差    
該当なし

(4)引 当込あ3望翌墓
耐打
年数と

|、

残存匈答
を零とする定額法によつている。

・
6織賀値尉芭宅1子来支給する退職金のうち、法人の負担する香サ|1県民間社会福祉施設職員等退

②撒膏芝寿C響辱繁釜る評響亀懇量擦ザ聖ン雀兵討音担する全国社会福祉事業団協議会年金共
・賞奪:‖雪基

金
猾
計額を退職給付3!当

全
イ
千計
上
 |

翌期の職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上

3.重要な会計方針の変更  !

該当なし          ,

4.法人で採用す る退職給付制度

・独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度
・香川県民間社会福祉施設職員等退職手当共済制度
。全国社会福祉事業団協議会年金共済制度

5。 法人が作成する.計算書類と拠点区分、サービス区分

当
1

2
(

(

法
)

)

人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。            |

攀尖食容烏討異豪碧徘塾歪春零寃空写勇窒慈箕帯第空毒勇空履箕否第空号勇空様箕討
)

社会福祉事業における拠点区分別内訳表 (会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第二号
第二様式)
公益事業における拠点区分別内訳表 (会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第二号第二
様式)

は 、 公 益事業の拠点が一つであるため作成していない。
る拠点区分別内訳表 (会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第二号第二

益事業を実施していないため作成していない。
けるサービネ区分の内容
み園おおぞら拠点(社会福祉事業) 、
」

Iごおけ

は、収
にお

ア ふ じ

(3)

(4)

(5)

イ いち拠′点 (社会福祉事業)

B型」
」

(6)

じみ
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6.基本財産の増減め内容及び金額

7.基本金又は固定資産の売去口若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

8.担保に供 している資産

該当なし

9.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び、当期末残高は以下のとおりである。

10.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

｀ 該当なし

11.満期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(単位 :円 )

(単位 :円 )

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

定期預金 0 10,000,000 0 10,000,000

投資有価証券 9,862,192 0 9,862,192 0

普通預金 137,808 9,862,192 10,000,000

合計 10,000,000 19,862,192 19,862,192 10,000,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 44,478,649 39,564,538 4,914,111

構築物 26,269,636 24,100,473 2,169,163

機械及び装置 39;905,118 33,711,000 6,194,118

草輌運搬具 25,707,315 23,947,369 1,759,946

器具及び備品 45,194,601 35,a94,591 9,800,010

リース資産 5,761,239 4,590,638 1,170)o01

合言十 187,316,558 161,3o8,609 26,007,949



満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位 :円 )

12.関連当事者 との取引の内容

該当なし

13.重要な偶発債務

該当なし

14.重要な偶発債務

該当なし

15。 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

1'1蕉
写鵠告余纏学ぢ企 2荏霰婆蒸蜃曙禅

資事増減の状況並 び に資産 、負債及び純資産 の状

!訴
今整夢誓笹テ島雲

李多頁

''|ス

取引                  I

有形リース資産                      ィ
電話主装置等一式
財務会計等ハー ドー式                           ,

手無形チ三賣畳畠
台              ,

! 財務会計等ソフトー式  I ・

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

北海道令和 4年度第 7回公募公債 9,878,247 9,313,340 -564,907

合計 9,878,247 9,313,340 -564,907


